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日本の食料問題を考える
－ひっ迫する日本の食料需給ー

令和4年11月5日（土）

日本農学アカデミー・（公財）農学会 共同主催 公開シンポジウム

食料自給力向上に向けた技術的対応

（国立研究開発法人）農業・食品産業技術総合研究機構
理事 研究推進Ⅰ、知財・国際標準化担当

松田 敦郎

※ 農研機構（のうけんきこう）は、国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構（NARO）のコミュニケーションネーム（略称）です。
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本日お話しする内容

１．農研機構の概要

２．日本の食料自給率と食料輸入

３．生産性向上に寄与する品種の開発

４．食料自給率向上を目指した研究開発
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１．農研機構の概要
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育種、栽培、生産、食品、畜産、動物衛生、スマート農業、環境、気候変動、バイテク、遺
伝資源収集・配布、高度分析、農業AI、データ連携基盤、防疫、種苗生産、防災・減災、
地域農畜産業の振興

組織

業務
分野

東北農業研究センター

西日本農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

農業機械研究部門

生物系特定産業技術
研究支援センター

＠広島県福山市

＠熊本県合志市

＠茨城県つくば市

＠埼玉県さいたま市

＠岩手県盛岡市

＠北海道札幌市

＠神奈川県川崎市

北海道農業研究センター
本部
研究部門・センター：１5
中日本農業研究センター
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◼ 本部 茨城県つくば市
◼ 本部、16の研究部門・センター、５の地域農研、ファンディングエージェンシー

１.(1)農研機構の概要
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１．食料自給率向上と食料安全保障

農産物・食品の国内安定供給と自給率向上に貢献する。

２．農産物・食品の産業競争力強化と輸出拡大

農業・食品産業のグローバル競争力を強化し、我が国の経済成長
に貢献する。

３．生産性向上と環境保全の両立

環境保全の強化に取り組むとともに農業生産性の向上に貢献する。

１.(2)農研機構の役割と目標

農業・食品分野での科学技術イノベーションを創出することにより
世界に冠たる農研機構となることを目指す。
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２．日本の食料自給率と食料輸入
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２.(1)農林水産業を取り巻く情勢

【農林水産業を取り巻く情勢の変化】

食料安定供給・農林水産業基盤強化本部会合（令和４年９月９日）

岸田内閣

食料・農業・農村
基本法の改正を
視野に!!

・食料安全保障強化
・農林水産業の持続
可能な成長

・スマート農林水産業
・農林水産物・食品の輸出促進
・農林水産業のグリーン化
・食料安全保障の強化

政策
4本柱

・国内の農業生産環境
・国際情勢

不安定化
・食料供給のリスク顕在化
・農林水産業の基盤強化の必要性顕在化

１．下水汚泥・堆肥等の未利用資源の利用拡大⇒肥料の国産化・安定供給
２．小麦・大豆・飼料作物の作付転換による国産化を強力に推進
３．食品ロス削減対策強化⇒食品アクセスが困難な社会的弱者への対応の充実・強化

喫緊の課題

6令和4年9月9日 食料安定供給・農林水産業基盤強化本部 | 総理の一日 | 首相官邸ホームページ (kantei.go.jp)

https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202209/09honbu.html


輸入食料に大きく依存しているため自給率は低い。
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２.(2)日本の食料自給率（2021年度）

【カロリーベース食料自給率*】

1人1日当たり国産供給熱量（860kcal）

1人1日当たり供給熱量（2,265kcal）
＝ ３８％

2030年度
目標値

４５％

令和3年度 食料自給率・食料自給力指標について（農林水産省）より

*カロリーベース食料自給率は「１人が１日に摂取したカロリーの内、何％が国産の食料
に由来するか」を示す。食料需給表（農林水産省）と日本食品標準成分表（文部科
学省）から算出する。



小麦、大豆、果実、乳製品は輸入に依存
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２.(2)品目別食料自給率（生産量ベース）

品目別自給率＝国内生産量/国内消費仕向量ｘ100（国内出荷量＝国内消費仕向量）、食料需給表 令和2年度確定値(農林水産省)より作成

国内生産輸入

国内出荷量

815万t

牛乳
(乳製品向け)

自給率

41.2%

国内出荷量

350万t

自給率

6.3%

大豆

国内出荷量

786万t

自給率

100%

米（主食用）

国内出荷量

641万t

自給率

14.8%

小麦

国内出荷量

1,437万t

自給率

79.3%

野菜

国内出荷量

268万t

鶏卵

自給率

96.9%

牛乳
(飲用向け)

国内出荷量

403万t

自給率

100%
自給率

52.8%
国内出荷量

653万t

肉類

果実

自給率

37.6%

国内出荷量

710万t
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３．生産性向上に寄与する
品種の開発
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３.(1) 小麦（国産品種の生産増大による自給率向上）

【日本産小麦「農林10号」と緑の革命】

・稲塚権次郎により1935年(昭和10年) 、岩手県農事試験場内の国指定試験地
において育成

・「背が低くて、頑丈で、骨太っていうのかな。とにかく、いくら穂をつけても倒れないんだ。」
（稲塚権次郎評、NHK取材班「日本の条件７」より）

「農林10号」

・日本国内の多雨条件下では病害に弱く普及せず
・戦後、「ノーリン・テン」としてアメリカで注目
・「国際とうもろこし・小麦改良センター」、ボーローグ博士にて
「ノーリン・テン」を導入した多くの品種が世界各地に普及

生産量は大きく増加し、発展途上国の飢餓克服、人類の食料確保に貢献

ボーローグ博士：1970年 ノーベル平和賞受賞
稲塚権次郎：1971年 勲三等瑞宝章受章

緑の革命
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３.(1) 小麦（国産品種の生産増大による自給率向上）

１．現状

【小麦の品種開発による生産増大】

食料需給表 令和2年度確定値（農林水産省）より作成

輸入に大きく依存(80%超)し、国内生産量も横ばいの状況が継続

単位：万トン

国内生産量 輸入量
国内消費
仕向量

国内消費仕向量の内訳

飼料用 加工用 粗食料

小 麦 94.9 552.1 642.1 83.5 26.2 513.6 

小麦の国内生産量と輸入量の推移

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

（万ｔ）

641.5

(100%)

697.1

(100%)
641.8

(100%)

649.9

(100%)

647.0

(100%)

輸
入
量

国
内
生
産
量

79.1

(12%)

90.7

(13%)

76.5

(12%)
103.7

(16%)

94.9

(15%)

562.4

(88%)

606.4

(87%)
565.3

(88%)

546.2

(84%)
552.1

(85%)

生産量・輸入量は食料需給表（農林水産省）より、（ ）内の数値は国内生産量と輸入量の合計値に対する割合

2016（平成28） 2017（平成29） 2018（平成30） 2019（令和元） 2020（令和2）
（年度）



2004年、(社)日本パン技術研究所
横軸の数字；「ゆめちから」：「ホクシン」の混合比率

「1CW」(カナダ産高品質パン用小麦)を80点として評価

「ゆめちから」・「ホクシン」の
ブレンド粉パンの総合評価

カナダ産高品質小麦と同等の製パン性!!
12

２．農研機構開発の品種

「ゆめちから」

・コムギ縞萎縮病抵抗性*に優れる超強力秋まき小麦
・「ホクシン」等の中力小麦とのブレンドによる優れた製パン適性
・強力小麦としての作付面積最大（2020年）**

外国産100％小麦ゆめちから50%

ホクシン50%

「ゆめちから」・「ホクシン」の
ブレンド粉による製パン比較

３.(1) 小麦（国産品種の生産増大による自給率向上）

*コムギ縞萎縮病はポリミキサ菌が媒介するウィルス病であり、栽培管理や農薬の使用による防除法では被害
を防ぐことが難しい。**麦類・豆類・雑穀便覧（令和3年、北海道農政部農産振興課）

農研機構プレスリリース、リーフレットより
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東北地区向けの麺用小麦

「あおばの恋」
・早生で縞萎縮病および穂発芽に抵抗性
・硬質で製粉歩留が高く、麺の食感良好

「ナンブキラリ」 ・耐雪性に優れ東北地域で広く栽培されてきた
「ナンブコムギ」に縞萎縮病抵抗性を付与
・「ナンブコムギ」の粉の特徴である黄色味を保持
・製粉性・製麺適性良好

茹でめんの色
左：ナンブキラリ、右：市販品 奥州市での栽培の様子

東北農研ニュース（2019.10(02) 研究情報3より）

３.(1) 小麦（国産品種の生産増大による自給率向上）

(宮城県奨励品種）
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デュラム小麦の開発

デュラム小麦は、スパゲッティなどのパスタに使用される小麦で普通小麦よりも種子が
硬く、製粉すると粒子の大きい粗挽き粉（セモリナ）が多く取れる。 ほぼ100％輸入に
依存している。

「セトデュール」 ・日本で初めてのデュラム小麦新品種（㈱ニップンと共同開発）

・種子が硬くセモリナ粉(粗挽き粉)が多く取れ、パスタ加工適性良好
・赤かび病に弱く、成熟期がやや遅く、穂発芽し易いため栽培適地

は瀬戸内地域

栽培マニュアルに
よる普及促進!!

３.(1) 小麦（国産品種の生産増大による自給率向上）
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３.(2) 大豆（国産品種の生産増大による自給率向上）

１．現状

食料需給表 令和2年度確定値（農林水産省）より作成

輸入依存度が90％を超え、
国内生産量も増えていない

多収が見込める
優良品種が必要

【難裂莢性大豆の開発・普及による生産性増大】

国内生産量 輸入量
国内消費
仕向量

国内消費仕向量の内訳

飼料用 加工用 粗食料

大 豆 21.9 313.9 349.8 8.4 245.5 88.8 

単位：万トン

大豆の国内生産量と輸入量の推移

生産量・輸入量は食料需給表（農林水産省）、（ ）内の数値は国内生産量と輸入量の合計値に対する割合
（令和3年産大豆（乾燥子実）の収穫量、関連データ（農林水産省）より）

2016年度
(平成28年度)

2017年度
(平成29年度)

2018年度
(平成30年度)

2019年度
(令和元年度)

2020年度
(令和2年度)
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２．難裂莢性大豆の開発・普及

莢のはじけやすさ（裂莢性）

・収穫適期をすぎると次第に莢がはじ
け脱粒（自然脱粒）

・コンバイン収穫時の裂莢による脱粒

「ハヤヒカリ」の難裂莢性遺伝子
を各地域の主力品種に導入し、
生産性を向上

難裂莢性大豆の開発

難裂莢性の品種(左)は、易裂莢性
品種(右)に比べ、乾燥機で加熱・
乾燥してもほとんど莢がはじけ
ない

３.(2) 大豆（国産品種の生産増大による自給率向上）

国産大豆
・食用として高い評価
・生産性が低く世界平均の6割弱
（世界平均：292kg/10a、日本：166kg/10a*）

要 因

・播種時期の降雨による播き遅れ
・台風による倒伏
・病虫害
・莢のはじけやすさ（裂莢性）

＊令和4年 大豆をめぐる事情（農林水産省）より
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「フクユタカA1号」

関東南部より九州地域の主力品種「フクユタカ」に難裂莢性を導入した品種で、成熟期・
品質などの特性はほぼ同等

愛知県で奨励品種に採用され、フクユタカからの置き換わりが完了
（2020年作付面積、愛知県で4.4千ha、大豆をめぐる事情（農林水産省）より）

３.(2) 大豆（国産品種の生産増大による自給率向上）

栽培試験時の実収量と収穫損失
2013年、愛知県知立市現地圃場にて成熟後
約1か月後に収穫）

千葉県産、愛知県産、三重県産大豆を用
いて、「フクユタカ」と比較

加工適性の評価

大豆の品種 あらかると（農研機構）を一部改変
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「えんれいのそら」

北陸地域の主力品種「エンレイ」に難裂莢性を導入した品種で、成熟期・品質などの特性は
ほぼ同等

大豆の品種 あらかると（農研機構）を一部改変

富山県で奨励品種に採用され、2020年産より「エンレイ」から全面切り替え
している。（2020年作付面積、北陸地域で3.4千ha、大豆をめぐる事情（農林水産省）より）

成熟時 収穫時

平均±標準誤差、*5%水準、**1%水準で有意差

2014年 富山県現地試験

いずれも
約5%低減

３.(2) 大豆（国産品種の生産増大による自給率向上）

2013年 富山県農林水産総合技術センター産を使用。「フ
クユタカ」を３としたときの5人の評価の平均値。

豆腐加工適性試験結果

エンレイ

えんれいのそら
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「サチユタカA1号」

「ことゆたかA1号」

・「ことゆたか」に難裂莢性を導入
・栽培特性、加工特性は「ことゆたか」と同等
・耐倒伏性や豆腐加工性が良好
・栽培適地は関東南部～近畿地方

・「サチユタカ」に難裂莢性を導入
・栽培特性、加工特性は「サチユタカ」と同等
・収穫遅れによる自然裂莢性等が低い
・栽培適地は関東～九州北部

滋賀県では奨励品種に指定され、2020 

(令和2) 年産より「ことゆたか」からの切り
替え
（2020年作付面積、近畿地域で1.2千ha、大豆をめぐる
事情（農林水産省）より）

兵庫県、奈良県、山口県、島根県*

で奨励品種に指定され、「サチユタカ」
からの切り替えが進行中

栽培マニュアルに
よる普及促進!!

３.(2) 大豆（国産品種の生産増大による自給率向上）

*島根県：奨励品種制度は廃止されたが他県同様サチユタカ品
種群として設定（令和4年産農産物の産地品種銘柄設定等の
状況（農林水産省）より）



３.(3) 家畜生産における飼料作物の自給率向上

【粗飼料となる牧草（放牧・採草用）の開発・普及】

１．現状

・粗飼料となる牧草の開発
・作付け面積の拡大

畜産物の自給率上昇!! 20

令和4年 飼料をめぐる情勢 （農林水産省）より

2021(令和3)
年度概算

2030(令和12)
年度目標

過去10年、粗飼料自給
率は76-79％で横ばいで、
乾牧草180-210万トンを
輸入

「飼料作物」：乾草、牧草などを主とする
粗飼料と穀物を主とする濃厚飼料に大別



・オーチャードグラスは残草が多いが、「夏ごしペレ」
は低くまで食べられており、嗜好性高い。
・栄養価も優れている。

21

東北・中部地域の中高標高
地向け牧草を開発し粗飼料
自給率を上昇

夏の暑さに強く、嗜好性が高い
ペレニアルライグラスの新品種
「夏ごしペレ」を開発し普及へ

山梨県と共同開発

・「夏ごしペレ」は夏枯れしにくい。

２．牧草の品種開発

栽培マニュアルに
よる普及促進!!

「夏ごしペレ」

３.(3) 家畜生産における飼料作物の自給率向上

農研機構プレスリリースより
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北海道・北東北地域向け
牧草を開発し粗飼料自給
率を上昇

既存品種に比し栄養価が高く、サ
イレージ発酵も良好なオーチャード
グラスの新品種「えさじまん」を開発
し普及へ

雪印種苗(株)と共同開発

栄養価の高いオーチャードグラス「えさじまん」の草型

・糖含量（水溶性炭水化物）が既存品種
より高い

・サイレージ発酵品質も既存品種より良好

・産乳量も既存品種より良好

「えさじまん」

３.(3) 家畜生産における飼料作物の自給率向上

農研機構プレスリリースより
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４．食料自給率向上を
目指した研究開発

23



国産

76

輸入

24

国産 12

輸入

88

（％）

飼料作物
粗飼料
需給量

497.1万ﾄﾝ*に
対する自給率

(%)

濃厚飼料
需給量

1996.7万ﾄﾝ*に
対する自給率

(%)

2030年度
生産努力目標

飼料全体
25⇒34％

100%

15%

24

４.(1) 小麦・大豆・飼料作物の自給率向上への取り組み

【小麦・大豆・飼料作物の生産状況】

国産

94.9

輸入

440.4

食用出荷量
535.3

（万ﾄﾝ）

小麦

国内出荷量641.2万ﾄﾝ
の内の食用出荷量と内訳

2030年度
生産努力目標

108万ﾄﾝ

大豆

国産

21.9

輸入

87.2

（万ﾄﾝ）

食用出荷量
109.1

国内出荷量349.8万ﾄﾝ
の内の食用出荷量と内訳

2030年度
生産努力目標

34万ﾄﾝ

食料需給表 令和2年度確定値(農林水産省)より算出
国内出荷量＝国内消費仕向量

（％）
飼料をめぐる情勢 令和2年度確定値(農林水産省)より作成
国産濃厚飼料には、輸入食料原料から発生した副産物は
（大豆油かすなど)は含まれない。
*需給量はTDN(可消化養分総量)換算値
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４.(1) 小麦・大豆・飼料作物の自給率向上への取り組み

大豆

小麦

飼料作物

食
料
自
給
率
向
上
‼

・多収大豆
・高たんぱく質大豆

・多収小麦
・高品質小麦
（輸入品を凌駕）

・子実用トウモロコシ
の生産拡大

・気候変動に強い牧
草の導入

・放牧の推進

・国産品種の開発
・栽培技術による収量向上

・国産品種の開発
・栽培技術による収量向上

・耐湿性の高い子実用トウ
モロコシ品種の開発

・水田輪作、水田転換畑で
栽培技術による収量向上

・越夏性牧草の品種開発
・放牧技術開発により濃厚
飼料削減

・国産品種と輸入
品との置換え

・生産技術開発に
よる生産性向上

【小麦・大豆・飼料作物の開発戦略】
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【飼料作物の需給量】

食料需給表 令和2年度確定値（農林水産省）より作成、*飼料用に政府売却飼料米を加算、**( ):油糧用、***貿易統計 令和2年確定値
(財務省)より算出（乾牧草、ﾍｲｷｭｰﾌﾞ、中国産稲わらの合計）

単位：万ﾄﾝ

大 麦 ：約90％輸入に依存し、用途は約60％が飼料用
大 豆 ：約90％輸入に依存し、用途の約70％が油糧用、搾りかすの多くは飼料用
粗飼料 ：乾牧草などを239万ﾄﾝ輸入しているものの自給率は76％

：ほとんどを輸入に依存し、用途は80％以上が飼料用
トウモロコシ
こうりゃん

穀物を主とする濃厚飼料の自給率は低い!!

４.(1) 小麦・大豆・飼料作物の自給率向上への取り組み

輸入量 国内生産量 飼料用 加工用 粗食料

米 81.4 814.5 112.8* 23.0 706.7 

小麦 552.1 94.9 83.5 26.2 513.6 

大麦 164.9 20.1 95.8 79.8 4.8 

とうもろこし 1,536.8 0 1,231.7 297.4 11.8 

こうりゃん 37.7 0 34.6 0 0 

大豆 313.9 21.9 8.4 245.5(225.2)** 88.8 

乾牧草など*** 239.9 ー 239.9 ー ー
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【飼料用 子実トウモロコシの生産拡大】

畑・水田での輪作、水田転換
畑での飼料用 子実トウモロコ
シの栽培により濃厚飼料の自
給率を上昇

実証試験実施

栽培マニュアル作成

食料需給表 令和2年度確定値（農林水産省）より作成

１．現状

子実用トウモロコシは、飼料や加工用（コーンスターチ）などの原材料として畜産業・
食品産業を支える重要穀物であるが国内生産はほとんど行われていない。

栄養価の高い子実部分を利用

４.(2) 家畜生産における飼料作物の自給率向上

国内生産量 輸入量
国内消費
仕向量

国内消費仕向量の内訳

飼料用 加工用 粗食料

とうもろこし（子実） 0 1,537 1,542 1,232 297 12

単位：万トン
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４.(2) 家畜生産における飼料作物の自給率向上

生育の様子

：9/24：9/9

：7/17：7/1：6/8

【東北地方における普及の取り組み】

水田転換畑での輪作栽培事例（岩手県紫波町）

作業の様子
農研機構刊行 標準作業手順書より
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・濃厚飼料削減、肉用子牛の生産基盤、耕作放棄地
の解消の手段として、周年親子放牧に着目

・高栄養価の牧草を活用し、1日毎の輪換放牧を行う
乳生産性の高い放牧技術の開発⇒濃厚飼料削減

３．集約的放牧技術

２．周年親子放牧技術

１．周年放牧肥育技術

周年親子放牧導入マニュアル

周年親子放牧コンソーシアム

・九州低標高地を対象とし、一年を通して草地に牛を
放牧し、トウモロコシサイレージなどの補助飼料を併給
する飼養技術⇒濃厚飼料削減

【放牧技術開発による濃厚飼料の削減】

４.(2) 家畜生産における飼料作物の自給率向上

マ
ニ
ュ
ア
ル
に
よ
る
技
術
普
及
促
進



・米の消費：ピーク時の半分以下まで減少
118kg（1962年）⇒50.7kg/人・年（2020年）

・主食用米の生産量：年間10万トン程度減少
・米粉：古くから米菓や和菓子に使用

2030年度
生産努力目標
：130千トン
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【米粉向け品種（高アミロース米）の開発と普及による自給率向上】

４.(3) 米粉の普及拡大の取り組み

米粉用米の生産量・需給量の推移

2021年度
40千トン

令和4年 米粉をめぐる状況について（農林水産省）より

’21

年
度’20‘19‘18‘17‘16‘15‘14‘13‘12‘11‘102009

１．現状

・パン、麺類などへの国産米粉の利用拡大
・パン、麺類に適した米粉向け品種の開発

米消費拡大、輸入小麦の代替により
食料自給率向上へ!!

米粉パン：1人が1ヶ月3個食べると、食料自給率が1％上昇、
令和4年 米粉をめぐる状況について（農林水産省）より

パン・麺類への普及が進みつつあり
生産量は増加傾向!!

令和4年 米粉をめぐる状況について、米穀の需給及び価格の安定に関する
基本方針（農林水産省）より



２．製パン用米粉に適した品種の開発

・米粉パン適性に優れる画期的品種
・穂が出る時期が遅く、収穫も遅いた
め栽培適地が限定

「ミズホチカラ」 「笑みたわわ」

・ミズホチカラより穂が出る時期が早く、
早く収穫できるため栽培適地が広い

・ミズホチカラ同等の加工適性

・「ミズホチカラ」、「笑みたわわ」
は炊飯用米に比し、パンの膨
らみが良く、柔らかさも良好

31

４.(3) 米粉の普及拡大の取り組み

九州・四国・近畿など
西日本で広く栽培

16.1% 22.4% 22.6%

注）数字はアミロース含量(%)
農研機構 成果報告資料より



３．製麺用米粉に適した品種の開発

・西日本で広く栽培される「ヒノヒカリ」
より倒れにくく、穂いもち病や縞葉枯
病にも強い

32

「ふくのこ」

圃場での草姿

・茹で汁への溶けや茹で切れが少ない
・弾力性と切れにくさを併せ持つ

「ふくのこ」の米粉麺を使用したフォー
(写真提供 特定非営利活動法人

桃太郎ハンズチャレンジ事業部)

４.(3) 米粉の普及拡大の取り組み

アミロース含量：28.3%

農研機構プレスリリースより



４.(4) タマネギの自給率向上への取り組み

【タマネギの周年栽培による自給率向上】

*農林水産省作物統計調査（令和2年産出荷量）より、**貿易統計 令和2年確定値（財務省）より、
***自給率＝ 国産出荷量/（国産出荷量+輸入量）ｘ100

１．現状

栽培時期 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

佐賀・兵庫・長崎

その他（関東）

北海道

出 荷

出 荷

貯 蔵・出 荷

定植

定植

定植

供給の
少ない時期

国産タマネギの主な出荷時期

端境期の解消
輸入タマネギ 国産タマネギ 33

国産出荷量* 輸入量** 自給率(%)***

たまねぎ 121.8 22.0 85

単位：万トン

7、8月に出荷できる技術として、東北
地域の春まきタマネギ栽培体系を確立

農研機構プレスリリースより



４.(4) タマネギの自給率向上への取り組み

２．端境期解消に向けた実証試験

研究・生産・ビジネス
の連携によるプラット
フォームを設立して実
証試験に取り組む

34

東北タマネギ生産促進研究開発プラットフォーム

目的：加工用業務用タマネギの新たな産地形
成と生産・加工流通の広域連携モデルの実証

ビジネスセクターリサーチセクター

生産セクター

研究成果情報

実需者の要望

生産量情報

需要見込み

技術情報

生産課題の情報

安定栽培技術の改良
収量予測技術の提供

農研機構

ビジネスモデルの構築
広域物流システムの構築

商 社

安定栽培技術の実証
収量予測データの収集・提供

生 産 者

プラットフォーム
外の実需者

プラットフォーム
外の生産者

他のプラット
フォーム

農林水産省

連携協力

情報交換

研究情報

情報交換

農研機構プレスリリースより
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食料自給力向上に向けた技術的対応

ご清聴ありがとうございました。


